
○市町村と協働し、様々な保育士確保策を実施

・保育士人材バンクの設置
(Ｒ元年度実績：登録保育士数 300人、保育事業者とのマッチング数 82人）

・保育士養成校における学生向け就職向けガイダンスの開催
（Ｒ元年度実績：県内外５校実施）

・待機児童発生地域へ保育士人材バンクのコーディネーターを１名増員
⇒ 待機児童発生市の保育事業者へのマッチング強化

・国の保育士修学資金貸付事業を実施
⇒ 修学資金を貸し付けた者の８割以上が県内保育所等へ就職

（Ｈ31年３月養成校卒業者102人のうち82人）

【内閣府・厚生労働省】19 保育士の確保について

●女性の社会進出や堅調な雇用情勢等に伴う保育ニーズへの対応

・長野県では平成15年以来となる待機児童が発生（すべて３歳未満児）
・育児休業（民間企業の場合、多くは1年間）明けで仕事に復帰するため、３歳未満児の保育ニーズが急増
・特に年度途中からの保育需要に対して、必要な保育士の確保が困難
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長野県の状況

取 組

保育士人材バンク

保育士修学資金貸付事業
○勤務環境の改善

・保育補助者雇上費貸付事業

⇒ 保育士の雇用管理改善や労働環境改善に積極的に取り組んでいる

育事業者に対し、保育士補助者の雇上に必要な費用を貸付



■女性の就業支援や人手不足への対応として待機児童対策は重要かつ急務

■40代、50代の潜在的保育士の約７割は非常勤パートタイムを希望しており、マッチングによっては保育士への登用が可能

■一方で、県内の保育士養成校では定員を下回り、卒業者も保育所等への就職が6割程度

保育士給与が低額であることが一因

■保育士修学資金貸付事業は、保育士の県内就職率の向上に有効。今後も安定的に事業を継続し、必要な対象者に

貸し付けを行い、保育士確保を行う必要がある

■今後の少子化を考慮すると、一時的な保育ニーズに対応するために

保育室に全国画一的な面積基準を課すことは、将来的な過剰投資につながる恐れがある

１ 保育士の処遇改善のための財政措置

保育士の給与等の更なる処遇改善を図り、そのために必要な財源措置を行うこと。また、保育士確保に有効な取組である、保育士修学資金貸付

事業を継続し、必要な財源を確保すること

２ 保育に係る「従うべき基準」の見直し

市町村が柔軟に待機児童の発生抑制に取り組めるよう、保育室の居室面積に係る「従うべき基準」については、「参酌すべき基準」に見直しを行う

こと

提案・要望

課 題

保育士平均給与23万円（全職種平均給与33万円） 月額10万円の差！

貸付を受けた養成校卒業者の

県内保育所等への就職率80%以上
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